
（４）　安全・安心みやぎの創造と環境重視の県土づくり

 ア　地震に強い県土づくりの推進 

【主な事業等】

新 担当部局 H18予算(千円) 重点
事業

主要
事業
概要

地域防災力向上推進費 総務部 4,262

災害ボランティア受入体制整備費 保健福祉部 7,800 ○

津波情報ネットワーク構築事業費 新 総務部 6,170 ○ ○

防災情報システム管理費 総務部 160,601

外国籍県民災害情報提供システム整備費 環境生活部 3,400 ○ ○

地域衛星通信ネットワーク整備費 新 総務部 2,479 映像設備デジタル化

［債務負担行為］ ［45,000］

防災ヘリコプター運航・整備費 総務部 974,939 ○

庁舎等耐震化促進費 総務部ほか 199,823 耐震補強・大規模改修工事等

県立学校耐震化促進費 教育庁 508,100 耐震補強工事等 ○

木造住宅等震災事業費 新 土木部 61,000 ○ ○

津波避難誘導標識等設置事業費 新 土木部 10,000 ○

土木部 843,000

防潮水門緊急整備事業費 土木部 500,000 ○

水管橋耐震化促進費（企業会計） 企業局 523,066 ○ ○

新 警察本部 74,223 ○

<<非予算的手法>>

津波防災ウォッチング 土木部 －
津波防災意識高揚に向けた地域住民との
協働

備　　　         考

災害時等の情報提供サイト構築

送水水管橋耐震化工事等

　近い将来その発生が確実視されている「宮城県沖地震」に備え，地域防災組織の育成支援や総合的な防災訓練の実施を通
じ，県民，地域のコミュニティ，自主防災組織，企業等様々な主体と連携した官民挙げての「地震に強い宮城県」を構築す
る。また，効果的な津波観測体制の整備検討や情報伝達システムのデジタル化を推進し，災害時における情報収集伝達機能
の強化を図る。
　さらに，地震に強いまちづくりを推進するため，公共建築物並びに木造住宅等の耐震化，津波避難誘導標識の整備，河川
防潮水門の遠隔操作化などを推進する。
　加えて，円滑な災害対策活動が行われるよう，ボランティア受入体制の整備や外国籍県民に対する情報提供体制の整備な
どを進める。

情報収集伝達方法の検討

システムの運用・維持管理

機体更新等

耐震診断・補強工事等

8か所

防潮水門遠隔操作化

災害等重要突発事案対策事業費

耐震補強工事等

災害対応の機材整備等

事業等の名称

道路橋梁震災対策費

総合防災訓練の実施等

大規模災害時のボランティア受入体制整備
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イ　食の安全・安心のための総合的な政策の展開 

【主な事業等】

新 担当部局 H18予算(千円) 重点
事業

主要
事業
概要

食の安全安心対策費 8,313 ○

みやぎ食の安全安心県民総参加運動費 環境生活部 5,700 ○

みやぎ食の安全安心総合情報提供費 環境生活部 1,745

みやぎ食の安全安心相互交流理解度アップ推進費 環境生活部 868

水産物産地衛生管理定着費 産業経済部 1,500 ○

生がき安全安心対策費 産業経済部 9,000 ○

有用貝類毒化監視対策費 産業経済部 5,000 ○

みやぎの水産物トップブランド形成費（再掲） 産業経済部 5,100 ○ ○

<<非予算的手法>>

ＨＡＣＣＰ定着事業費（「目指せ！ＨＡＣＣＰ」推進システム） 環境生活部 －

農薬適正使用推進員制度 産業経済部 －

ウ　地域医療水準の向上と救急医療体制等の強化 

【主な事業等】

新 担当部局 H18予算(千円) 重点
事業

主要
事業
概要

①　地域医療，救急医療体制の充実

救急業務高度化推進費 総務部 33,515

救急医療体制強化推進費 新 保健福祉部 40,000 ○ 〇

救急医師養成費 保健福祉部 6,000 ○

小児救急医療対策費 保健福祉部 6,480 ○ ○

救急救命措置普及費 保健福祉部 2,431 ○

地域の中核的な病院整備推進費 保健福祉部 543,129 ○

②　医師確保対策

自治体病院等医師確保対策費 127,550 ○

宮城県ドクターバンク推進費 保健福祉部 10,000 ○

医学生修学資金等貸付費 保健福祉部 54,500 ○

地域医療システム学講座設置費 保健福祉部 40,000 ○

地域医療システム検討促進費 保健福祉部 2,000 ○

自治体病院等臨床研修支援費 保健福祉部 20,100 ○

自治体病院開設者協議会支援費 保健福祉部 950 ○

<<非予算的手法>>

地域医療医師登録紹介事業費 保健福祉部 ー

小児救急電話相談等

救急救命士養成教育等

農薬適正使用推進員認定

　地域の中核的な病院の整備を推進するとともに，救急医師養成や救急医療に携わる人材の確保など，救急医療体制を充実
する。
　また，県内の自治体病院を中心とした地域医療に従事する医師の絶対数の不足と地域偏在及び特定診療科の医師不足に対
処するため，医師不足の解消に向けた事業を推進する。
　さらに，県民が身近な地域で一貫したリハビリテーションサービスが受けられるよう，宮城県リハビリテーション支援セ
ンターを中心とした関係機関のネットワークの形成など，総合リハビリテーション体制を整備する。
　加えて，世界的な流行が懸念されている感染症の予防及びその発生に備えた対策を強化する。

事業等の名称

二次心肺蘇生法等の研修会開催

水産物の戦略的マーケティング活動支援

モニター制度・取組宣言等

備　　　         考

市場等の衛生管理体制整備助成

ノロウィルス浄化・検査手法開発

地方懇談会の開催等

自治体病院への医師派遣

自動体外式除細動器（ＡＥＤ）配備等

建設，施設設備整備への支援

　県民全てが安心して暮らせる環境の実現を目指し，みやぎ食の安全安心県民総参加運動を展開し，安全で安心できる食の
実現に継続して取り組む。
　また，水産加工場における衛生管理の徹底，ノロウィルスの浄化手法の開発，貝毒検査による毒化監視等を推進するとと
もに，食品製造施設における衛生レベルの向上を図る「みやぎ食品衛生自主管理登録・認証制度」の導入を推進する。

事業等の名称

ホームページによる情報提供

大学生・大学院生・臨床研修医・専門研修
医への貸付

医師確保対策専門委員会開催等

定年勤務医，女性医師等の登録・紹介

臨床研修医受入助成

二次医療圏毎の検討支援

東北大学寄附講座

貝毒検査等

みやぎ食品衛生自主管理登録・認証制度

高度救命救急センターでの研究，研修，人
材育成等

備　　　         考
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新 担当部局 H18予算(千円) 重点
事業

主要
事業
概要

③　リハビリテーション体制の充実

総合リハビリテーション体制整備推進費 126,788 ○

リハビリテーション支援センター整備費 新 保健福祉部 95,600 ○

リハビリテーション支援センター機能整備費 新 保健福祉部 8,000 ○

地域リハビリテーション支援体制整備費 保健福祉部 14,488 ○

地域リハビリテーション医療体制整備推進費 新 保健福祉部 5,000 ○

高齢者リハビリテーション促進費 新 保健福祉部 2,500 ○

リハビリテーション職員研修会開催支援費 保健福祉部 700 ○

福祉用具プランナー研修費 保健福祉部 500 ○

高次脳機能障害者支援費 新 保健福祉部 3,295 支援プログラムの集中実施等 ○

④　ウィルス・感染症対策

新 保健福祉部 209,000 ○ ○

保健福祉部 26,778

エ　環境重視の県土づくり　　 

【主な事業等】

新 担当部局 H18予算(千円) 重点
事業

主要
事業
概要

①　優れた自然環境の保全・育成

環境生活部 5,200 ○ ○

新 産業経済部 6,000 ○

傷病鳥獣救護システム整備費 3,719 ○

傷病野生鳥獣救護費 環境生活部 1,956 救護機関への費用負担

傷病野生鳥獣保護ボランティア活動支援費 環境生活部 174 鳥獣保護思想の普及啓発

傷病鳥獣救護システム整備検討費 新 環境生活部 500 システム検討会の開催 ○

特定鳥獣保護管理計画費 環境生活部 1,089 計画検討・評価委員会開催

金華山森林復元費 17,188

金華山森林復元費 環境生活部 16,000 ○

金華山生態系保全費 環境生活部 1,188 検討委員会開催，調査等

<<非予算的手法>>

傷病野生鳥獣フォスター・ペアレント推進費 環境生活部 －

事業等の名称 備　　　         考

訪問リハビリテーション体制整備

抗インフルエンザウイルス薬の備蓄

感染症指定医療機関運営助成等

　本県の優れた自然環境の保全，再生に積極的に取り組むとともに，ふるさと宮城の水循環保全条例に基づく水循環保全基
本計画を策定する。また，傷病鳥獣の救護体制の整備に向けた取組を進める。
　さらに，循環型社会の構築に向けて，地球温暖化対策の推進，新エネルギー等の導入促進や省エネルギーの普及啓発など
を行うとともに，環境・リサイクル関連産業を本県の重点的に育成する分野と位置づけ，関連企業の立地促進や技術開発の
ための支援を行う。これらの事業推進に当たっては，産業廃棄物税による税収入を有効活用する。
　このほか，環境保全型農業を推進するため，エコファーマーの支援や環境に優しい農業定着事業などに取り組む。

協議会設置運営，市町村支援等

改修工事，耐震工事等

日本福祉用具供給協会との共催研修

知識・技能向上研修

二次医療圏体制整備

事業等の名称 備　　　         考

感染症予防費

ネットワーク整備，広域支援等

新型インフルエンザ対策費

水循環計画策定費
水循環保全基本計画・流域水循環計画策
定

仙台湾の水循環健康診断費 環境指標生物分布状況等

防鹿柵の設置

アニマルレスキュー隊員活動支援
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新 担当部局 H18予算(千円) 重点
事業

主要
事業
概要

②　循環型社会の構築に向けた取組

みやぎ地球温暖化対策地域推進費 環境生活部 8,900 ○ ○

ESCO事業導入可能性調査費 新 環境生活部 11,485 ○

新エネルギー地産地消導入促進モデル事業費 新 環境生活部 3,000 ○

自然エネルギー等・省エネルギー促進費 環境生活部 3,654 ○

産業廃棄物税基金設置費 環境生活部 286,105 基金積立金

280,000 ○

環境産業コーディネーター派遣費 環境生活部 21,900 ○

産業廃棄物等発生抑制支援費 環境生活部 101,000 ○

企業連携型リサイクルシステム構築支援費 環境生活部 5,000 ○

みやぎエコファクトリー立地促進費（再掲） 新 環境生活部 120,700 ○

地域におけるバイオディーゼル燃料利活用推進費 新 環境生活部 2,000 ○

産業廃棄物処理業者指導強化費 新 環境生活部 1,200 ○

産業廃棄物処理システム健全化促進費 環境生活部 1,200 ○

産業廃棄物不法投棄監視強化費 環境生活部 12,300 ○

産業廃棄物不適正処理対策費 環境生活部 14,700 仙台市への交付金

③　環境保全型農業の推進

環境保全型農業推進費 9,784 ○

エコファーマー支援普及費 産業経済部 1,710 ○

環境にやさしい農業定着促進費 産業経済部 8,074 ○

農地・水・農村環境保全向上活動支援費 新 産業経済部 18,418 ○

畜産環境総合整備費（公共事業） 産業経済部 821,858 加美町等

事業等の名称 備　　　         考

講習会開催等

セミナー開催等

公用車へのバイオディーゼル燃料利用

モデル地区での調査等

発生抑制，再利用機器導入助成

企業連携システム構築助成

立地企業への奨励金

審議会開催，普及啓発等

コーディネーターの企業への派遣

処理過程追跡・管理システム普及促進等

監視体制強化等

農産物表示認証制度検討等

地域協議会設置等

産業廃棄物税基金事業費

地域における地球温暖化対策の推進

県有施設への導入可能性調査
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オ　治安日本一に向けた取組の推進 

【主な事業等】

新 担当部局 H18予算(千円) 重点
事業

主要
事業
概要

安全安心なまちづくり推進費 新 環境生活部 3,000 ○ ○

少年非行防止対策推進費 警察本部 6,495

警察本部 67,777 ○ ○

石巻警察署分庁舎建設費 新 警察本部 7,837 基本・実施設計

交番・駐在所建設費 警察本部 47,000 ２か所

交番・駐在所機能強化推進費 新 警察本部 13,379 非常通報機能の整備

警察本部 94,443 ○

警察本部 111,958 ○

交通安全施設整備費 3,687,970

道路管理者分 土木部 2,477,200 歩道・交差点改良等

公安委員会分 警察本部 1,210,770 信号機新設，交通規制標識設置等

犯罪被害者支援基盤整備費 警察本部 5,175

<<非予算的手法>>

コミュニティポリス・サポーター事業費 警察本部 －

「安全・安心まちづくり・みやぎユニット運動」の推進 警察本部 －

「大学生健全育成ボランティア『ポラリス宮城』」との連携 警察本部 －

「防犯マン推奨運動」の推進 警察本部 －

交番相談員等設置費

備　　　         考

交番相談員・警察安全相談員の配置

違法駐車対策費

事業等の名称

みやぎ被害者支援センターへの助成等

警察ボランティア活動等

県民運動の推進

　県民が真に安心して暮らせるまちづくり実現に向けて，地域住民をはじめ関係機関と連携を強化し，官民一体となって安
全安心なまちづくりを推進する。また，交番相談員や警察安全相談員の増員，交番・駐在所機能の強化や緊急配備支援シス
テムの整備などを通じ，治安向上や犯罪抑止・検挙体制の強化を推進する。

防犯意識高揚のための活動推進

システム拡充

少年非行防止等の活動支援

地域単位の防犯活動支援

放置車両確認事務委託等

警察職員ＯＢの地域治安活動支援

緊急配備支援システム整備事業費
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【（４）関連事業】

新 担当部局 H18予算(千円) 重点
事業

主要
事業
概要

消防防災施設等整備助成費 総務部 16,639

消防学校移転整備費 新 総務部 57,000 ○

県有建築物アスベスト対策費 新 環境生活部ほか 852,586 ○

伊豆沼・内沼環境保全対策費 環境生活部 36,634

みどりのクニづくり事業費 環境生活部ほか 14,847

県民の森保全費 環境生活部 63,725

環境基本計画策定費 環境生活部 3,500

自動車交通公害防止計画策定費 環境生活部 10,000

消費生活保護推進費 環境生活部 43,474

産業廃棄物処理施設対策費 環境生活部ほか 83,289 ○

浄化槽設置促進費 環境生活部 96,600

精神科救急医療システム運営費 保健福祉部 108,302

こども病院運営費負担金 保健福祉部 2,238,059 ○

結核病床運営費 保健福祉部 14,790

国民健康保険財政健全化対策費 保健福祉部 16,200,000 ○

リアスの森保全対策事業費 新 産業経済部 5,000 ○

ふるさと食品活性化ネットワーク支援事業費 産業経済部 1,228

中山間地域等直接支払交付金事業費 産業経済部 217,073

森林病害虫防除費 産業経済部 112,179

森林育成事業費（公共事業等） 産業経済部 836,042

治山事業費（公共事業等） 産業経済部 1,213,804

緊急輸送道路整備事業費 土木部 7,302,000

流域下水道建設事業費（特別会計） 土木部 2,278,000

[債務負担行為]　　 土木部 ［1,273,000］

情報基盤緊急整備事業費 土木部 226,700

災害防除事業費 土木部 283,000

河川事業費（公共事業等） 土木部 13,250,562

［債務負担行為］ 土木部 ［638,000］

海岸事業費（公共事業等） 土木部 1,375,833

ダム建設事業費（公共事業等) 土木部 4,291,900

［債務負担行為］ 土木部 ［700,000］

砂防事業費（公共事業等) 土木部 2,162,600

［債務負担行為］ 土木部 ［400,000］

急傾斜地崩壊対策費（公共事業等) 土木部 933,000

災害復旧事業費（公共事業等） 産業経済部 554,300

災害復旧事業費（公共事業等） 土木部 2,600,405

砂防ダム等

高潮対策・局部改良等

落石防止

松くい虫被害予防・防除

（国）３９８号等

仙塩流域下水道等７流域

県土の緑化推進

消防ポンプ自動車等

基本・実施設計

除去工事等

事業等の名称 備　  　　     考

サンクチュアリセンター管理等

休日・夜間当番病院運営等

県民の森の維持管理

新計画の推進

第二次計画の策定

地方消費生活相談業務等

浄化槽設置助成

村田町竹の内地区

地方独立行政法人への負担金

仙台赤十字病院への助成

財政調整・安定化支援

枯損木除去

アグリビジネス起業者支援

耕作放棄地発生防止

造林事業等

法枠工事等

長沼ダム等

システム整備

荒廃山地復旧等

河川改修等

被災農業用施設等の災害復旧

被災土木施設等の災害復旧

- 17 -


